
市街地再開発事業の仕組みの研究



（１）想定事業手法（案）

地権者の権利（財産）を公平かつ適切に保護できる手法

まちづくりを実現するために、どのような事業手法がよいか？

地権者が安心して事業を進められる手法

地権者と行政が協働して進められる手法（官民協働）

地権者の生活継続（生活再建）に配慮した手法

①土地区画整理事業

（土地区画整理法に基づく）

②市街地再開発事業

（都市再開発法に基づく）

行政からの支援・助成を受け、地権者の負担を少なくできる手法

２事業の組み合わせ
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（２）市街地再開発事業の特色
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権利者の方々が、主体となり進める事業

 地権者（土地所有者および借地権者）で組成する「再開発組合」が事

業の施行者になります。

 行政、専門家（コンサルタントなど）が「再開発組合」を支援します。

皆さんが主役主体

都市再開発法に基づく法定事業

 「都市計画事業」（公的な事業）として進めていきます。

 事業の円滑な施行のために、公平性や財産の保護に十分配慮した手続

きが「都市再開発法」に定められています。

事業の安心感位置づけ

再開発組合

（地権者）

行政

（自治体）
専門家

支援 支援

調整

主役



（２）市街地再開発事業の特色
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現在の居住や営業等の生活再建が可能

 地権者は『権利変換』という方法で、従前資産額（現在の土地・建物の

評価額）と『等価』の再開発ビルの床を取得します。権利変換で取得し

た床を『権利床』と言います。

 再開発ビルの床を取得しない場合は、従前資産額を『金銭補償』として

受け取ります。これを『転出』と言います。

多様な選択肢権利者の生活

事業後事業前

A B C D

A

C BDさん：転出

（金銭補償）

Aさん：マンションを取得し、自ら居住

Cさん：店舗を取得し、自ら営業

Bさん：店舗を取得し、賃貸運用



（２）市街地再開発事業の特色
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建築工事

工事に伴う補償の実施

 再開発ビルの工事の際に、引越し費用や仮住居・仮店舗等の費用が補償

されます。（補償は公的な基準に準じます。）

工事中の対応を考慮工事中の対応

補助金による行政からの支援や税制の特例措置補助金や税金

 公共性の高い事業のため、事業費に対する補助金や税制の優遇措置があ

ります。

制度の支援

解体工事

仮店舗

現店舗

再開発ビル

工事に伴う補償

仮移転 入居



（３）事業成立の仕組み
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 市街地再開発事業に要する費用（支出金）は、再開発組合が支出します。

 再開発組合の収入は、補助金、公共施設管理者負担金、保留床処分金により、支出金を

まかないます。

保留床処分金
工事費

土地整備費

補償費

調査設計計画費

事務費・金利等

補助金

支出金 収入金

公共施設管理者負担金

国・県・市からの補

助金

公共施設整備のため

の行政からの負担金

デベロッパーなどに

保留床を売却して得

る資金



（３）事業成立の仕組み
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 権利床：権利変換によって、地権者の方が従前資産額と等価交換にて取得した床

 保留床：権利床以外の床のことで、デベロッパー（不動産開発業者）等に売却する床

デベロッパー

など
地権者

権利床保留床

土地提供

まとまった土地等を
提供します。

保留床購入金

工事費などの事業費
にあてます。

権利床取得保留床取得

国・県・市

補助金



（４）権利変換の仕組み
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■事業後■事業前

地区外に転出

（土地・建物の金銭補償）

店舗・事務所

を取得

自ら営業

賃貸運用

マンション

を取得

自ら居住

賃貸運用

Aさん
権利変換（残留）

（再開発ビルの床を取得）

 地権者は従前資産（事業前の土地・建物）を再開発事業の後、どのようにするのかを選択し

ます。

 選択肢には、権利変換（再開発ビルの床を取得）か、転出（金銭補償）があります。



（４）権利変換の仕組み
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従前資産（現在の土地・建物）

① 従前資産（事業前の土地・建物）を専門家（不動産鑑定士など）が評価します。

② 再開発ビルの床の価額を事業費などから算定します。

③ 権利変換にて、従前資産額と同額分の再開発ビルの床（面積）を取得します。

■権利変換のイメージモデル

建物： 500万円

土地：1,500万円

従前資産額合計：2,000万円

※上記は説明用のモデルです。

権利変換（再開発ビルの権利床）

2,000万円分

の床を取得

（土地持分付き）



（５）市街地再開発事業の進め方
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 再開発事業（法定）は、都市再開発法にしたがって、事業（手続き）を進めていきます。

 主なステップとして、①都市計画決定、②組合設立認可、③権利変換計画認可があります。

準備組合設立

都市計画決定

組合設立認可

権利変換計画認可

工事着工

再開発ビル竣工

STEP 1

STEP 2

STEP 3

 再開発計画案の開発方針や計画骨子

（規模や用途など）を定めます。

 再開発事業の実施が公的に位置付け

られます。

 事業主体（法人格）を立ち上げます。

 定款（組合運営のルール）、事業計

画（設計、資金計画、スケジュール

など）を定めます。

 事業完了後の権利が確定します。

 残留：取得する床の位置・面積

 転出：金銭補償


